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特定建設工事共同企業体協定書（甲）の山部改正について

建設投資の低迷、不良債権処理の進展等により、建設業を巡る環境が一層厳

しさを増す中で、構成員の一部が倒産した場合の残存構成員や下請企業等への

影響等が陪食されており、共同企業休の適正な運営が従来にも増して強く求め

られている。

共同企業体の適正な運営については、「共同企業体の適正な運営について」（平

成11年2月10日建設省経振発第20号）等により周知されているところで

あるが、その実効性の確保を回るため、共同企業体標準協定書を見直すことと

し、「建設工事共同企業体の事務取扱いについて（回答）」（昭和53年1「月

1日建設省茨計振層771号）の別紙中「特定建設工事共同企業体協定書（甲）」

の【部を下記のとおり改正することとしたので、貴団体におかれても、貴団体

傘下の建設業看に対し周知方お願いする。

なお、今回の見直しは、甲型共同企業休標準協定書を対象とする。

おって、本件については、主たる公共発注機関あてに通．知」たので申」添え

る。

記

特定建設工事共同企業体協定書（甲）の一部を次のように改正する。

第2集中「「当企業体」」を「「企業体」」に改める。

第4条中「昭和」を「平成」に改める。

第7条中「当企業体を代表」て」の下に「その権限を行うことを名義上明ら

かにした上で」を加え、「自己の名義をもって」を削る。

第9条中「運営委員会を設け」の下に「、組織及び編成並びに工事の施工の

基本に関する事項、資金管理方法、下請企業の決定その他の当企業体の運嘗に

関する基本的かつ重要な事項について協議の上決定し」を加える。

第10条中「話・負契約」の下に「の履行及び下請契約その他の建設工事の実施



に伴い当企業体が負担する債務」を加える。

第11条ヰ「代表者の名義により設けられた」を「共同企業体の名称を冠」た

代表者名義の」に改める。

第16条の次に次の一条を加える。

（構成員の除名〕

第16条の2　当企業体は、構成且のうちいずれかが、工事途中において王事な

義務の不履行その他の除名し得る正当な事由を生じた場合においてはし　他の

構成員全員及び発注者の承認により当該榊成員を除名することができるもの

とする。

2　前項の場合において、除名した構成員に対Lてその旨を通知しなければな

らない。

3　第1項の規定により構成員が除名された場合においては、前条票2項から

車5項までを準用するものとする。

第1了集中「前条第2項」を「第16条貫2項」に改め、同条の次に次の一条を

加える。

（代表者の変更）

草17条の2　代表者が脱退し若しくは除名された場合又は代表者としての責務

を果たせなくなった場合においては、従前の代表者に代えて、他の横．成員

全員及び発注者の承認により残存構成員Ⅵうちいずれかを代表者とするこ

とができるものとする。

附　則

本通達による改正牲の「特定建設工手共同企業体協定書（甲）」は、平成1

4年席．以後に競争参加資格の認定を受ける共同企業体について通用する。












